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脱炭素先行地域における

営農強化型太陽光発電及び地域新電力会社

との連携について



1

②　津波被災跡地の利活用

①　基幹産業である農林水産業の振興

③　地域経済循環の創出

・　震災の影響により人口減少や高齢化が急速に進行し、
　農林水産業の担い手不足や生産性の低下が課題に
・　耕作放棄地や放置林の増加、磯焼けの進行による
　藻場の消失

・　防災集団移転促進事業による住宅移転
　に伴い生じた移転元地の多くが未利用

・　再エネ事業の推進にあたり不可欠とな
　る電気保安人材（電気主任技術者）が不
　足。特に県沿岸部では顕著

１ 脱炭素先行地域で取り組む地域課題
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▲

百万円/TJ
/TJ

)

▲

▲
GRPの9.7%

GRPの2.6%
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③
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エネルギー代金注2

35億円▲

⑫

消費

投資

所得

⑬ 再エネ導入ポテンシャル 4,833TJ

・　エネルギー代金のうち約３５億円が市外
　へ流出

④　電気保安人材の育成

（出典）環境省「地域経済循環分析ツール」2018年度版

▲３５億円



■営農”強化”型太陽光発電の先進性 【設備シェア】ブドウが結実
する部分はパネルが雨よけ
として機能し病気抑制
(袋かけ作業が不要)

【設備シェア】架台に取付け
 たワイヤーに枝を誘引。
 (ブドウ棚の投資が不要)
 パネルの間で光合成促進。

ポット式根域制限栽培

従来の営農
型太陽光

営農“強化”
型太陽光
【陸前高田
モデル】

 コンセプト  　 農家メリット 　 　展開可能性　

太陽光を農業
と発電でシェア

発電設備を
果樹栽培に
最適化、
設備もシェア

農家=発電事業者
の場合は売電収益
(小規模農家には
発電設備保有の
ハードルが高い）

営農設備投資の抑制
や省力化によりコスト
低減(発電設備保有
を前提としない)

農地への導入・
展開が想定され
ている

ポット式根域制限
栽培により、営農に
適さない未利用地
への展開が可能

　　　　　　　　　　・樹勢のコントロールにより剪定や灌水・施肥等の作業を省力化
　　　　　　　　　　・根にプレッシャーを与えることで着花や糖度向上を促進
　　　　　　　　　　・改植時は生育が進んだ苗木と入替えることで減収期間を低減

ポット方式の
農業面の利点
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営農”強化”型太陽光発電について２

・　発電設備を果樹栽培等に最適化した「営農”強化”型太陽光発電（陸前高田モデ
　ル）」により、営農設備に係る投資コスト抑制や省力化を実現

・　ポット式根域制限栽培との組み合わせにより、営農に適さない土地への展開が
　可能

・　東日本大震災の被災跡地であり、未利用となっている市遊休地を中心に、大規

　模な導入を計画  （8330kＷ)

【営農”強化”型太陽光発電×ポット式根域制限栽培】
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営農”強化”型太陽光発電について

・　津波被災跡地に立地する民間施設　　
　（ワタミオーガニックランド）において、　
　令和４年度から発電開始

・　ワイン醸造用ブドウを栽培し、発電し
　た電力は施設で自家消費するととも
　に、余剰電力は地域新電力が購入

・　当施設をモデルとして、被災跡地及
　び耕作放棄地へ展開

1期

2期

3期
(予定）

再エネ
供給

電力
地産
地消

地
域
新
電
力

（陸
前
高
田
し
み
ん
エ
ネ
ル
ギ
ー
）

余剰電気
約70～90％

オーガニック
ランド内施設営農

強化型
太陽光
発電

モデルとする取組

3期
(R8)

ワタミオーガニックランド

２



・ 平成３１年度、市内の電力供給事業、再生可能エネルギーの
  導入促進等を通じた、地域内経済循環の推進、電気代の地
　域づくりへの還元を目指し設立

・ 市は事業趣旨に賛同し、資本金の１０％を出資。現在、ほぼ
　全ての公共施設の電気を同社から調達

・ グリーンスローモビリティ「モビタ」の運行、公共施設への
　オンサイトPPAモデルなど、脱炭素を通じた地域活性化に
　向けて連携

・ 脱炭素・循環型の地域づくりの重要なパートナーに
 

　陸前高田しみんエネルギー株式会社

【設立】　平成31年５月 
【資本金】　1,000万円
【株主】
　長谷川建設　      ３５％
　クールトラスト    ３５％

　陸前高田市　　　　１０％
　ﾜﾀﾐｵｰｶﾞﾆｯｸﾗﾝﾄﾞ　５％
　※その他、地元企業、個人

グリーンスローモビリティ（モビタ） オンサイトＰＰＡ（公共施設） 設立総会

地域新電力会社との連携

4

３



市民協働部まちづくり推進課

建設部上下水道課

農林水産部農林課 農林水産部水産課

総務部財政課

建設部土地活用推進課

共同提案者／事業実施主体

商工交流部商工観光課

意思決定、指示

各事業の技術検討、
提案、進捗報告

進捗報告
必要書類提出

事業者選定
事業進捗・品質管理

連携協力
補助金交付

岩手県
長谷川建設
東北銀行
千葉・エコエネルギー
次世代一次産業実践所
ﾜﾀﾐｵｰｶﾞﾆｯｸﾗﾝﾄﾞ
ﾜﾀﾐﾌｧｰﾑ陸前高田
小林電設
東北電気管理技術者協会
I.T.I 
スタジオガル
グラミン日本

ｸｰﾙｿｰﾗｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ
とうぎんﾘﾆｭｰｱﾌﾞﾙ･ｴﾅｼﾞｰ
戸田建設
クールトラスト
ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

ヴァイオス
Re-EARTH
森のエネルギー研究所
市民風力発電
広田湾漁業協同組合
ニッスイ

プロジェクト推進

企画部脱炭素推進室

【陸前高田市脱炭素推進本部】
本 部 長 ：市長

副本部長：副市長
本 部 員 ：関係部課長

庁内実施体制

【循環型地域づくり推進協議会】
（2019設立）

委員：各種団体の代表

計画相談
進捗報告

市民・各種市民団体（自治会等）

アドバイス

合意
形成

意見

場・機会

の提供

意見

企画部企画政策課
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・　市が、事業の制度設計や総合調整、住民等との合意形成を行い、市長を本部長とする　
　脱炭素推進本部を通じて事業推進に係る意思決定を行う。

・　陸前高田しみんエネルギーが、プロジェクトの推進役を担い、個々の事業の技術検討、
　各事業の進捗・品質管理を行う。

地域新電力会社との連携

　脱炭素先行地域の推進体制

３


